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船橋都市計画地区計画の決定（船橋市決定） 

 

都市計画南船橋駅南口地区地区計画を次のように決定する。 

名

称 
南船橋駅南口地区地区計画 

位

置 
船橋市若松２丁目の一部の区域 

面

積 
約４．５ha 

地
区
計
画
の
目
標 

本地区は、JR 京葉線南船橋駅南口の駅前に位置し、官民連携事業等の実施によって、臨海部

における賑わいの創出と回遊性の向上に寄与する魅力的なまちづくりを進めていく地区であ

る。 

このため、道路・広場等の都市基盤施設を整備し、商業施設や福祉施設等の多様な生活サー

ビス施設の集積と都市型住宅の適切な配置によって、新しい拠点となる地区にふさわしい土地

利用と都市機能の充実を図るとともに、周辺環境と調和した憩いと賑わいのある市街地の形成

を目指す。 

 

土
地
利
用
に
関
す
る
基
本
方
針 

地区計画の目標の実現を図るため、本地区を５つの地区に区分し、土地利用の基本方針をそ

れぞれ以下のとおり定める。 

 

＜駅前地区＞ 

臨海部における回遊性創出の拠点として、情報発信や交流を促進する施設の誘導を図る。ま

た、周辺住民の生活利便性の向上に資する商業施設等の誘導を図る。 

 

＜賑わい・交流地区＞ 

臨海部の玄関口にふさわしい憩いと賑わいを創出する空間を形成するため、周辺住民の生活

利便性の向上に資する商業施設等を誘導するとともに、多目的利用が可能な広場を配置する。 

 

＜中高層住宅地区Ａ＞ ＜中高層住宅地区Ｂ＞ 

高度利用による快適な居住環境の創出を図りつつ、臨海部の一体的な賑わい・回遊性に資す

る店舗等を配置した中高層住宅の誘導を図る。 

 

＜福祉地区＞ 

あらゆる世代の人々が持続して快適なくらしができるよう福祉サービスの充実を促進するた

め、福祉施設の誘導を図る。 
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区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

【公共施設等の整備の方針】 

１．地区内及び地区周辺の円滑な交通を確保するため、地区内の主軸となる地区内幹線道路１

号、交通広場及び区画道路を整備する。 

２．安全で快適な歩行者空間を確保するため、歩道と一体となった歩道状空地を確保する。 

３．魅力的で賑わいのある空間と臨海部における回遊性の創出を図るため、広場及び広場状空

地を確保する。  

 

【建築物等の整備の方針】 

本地区計画の目標及び土地利用の方針に基づき、建築物等の整備の方針を以下のように定め

る。 

１．臨海部の玄関口にふさわしい魅力的なまちの形成と周辺環境との調和を図るため、建築物

等の用途の制限を定める。 

２．土地の合理的かつ健全な利用を促し、魅力ある市街地環境を形成するため、容積率の最高

限度、建築物の敷地面積の最低限度を定める。 

３．オープンスペースを確保し、ゆとりある街並みを形成するため、建蔽率の最高限度を定め

る。 

４．日照、通風、採光、プライバシーを確保し、街並みを整え、快適な歩行者空間を創出する

ため、壁面の位置の制限を定める。 

５．調和のとれた魅力ある街並みを形成するため、建築物等の高さの最高限度を定める。 

６．良好な景観を形成するため、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限を定める。 

７．緑豊かな美しい街並みの形成や防災性の向上を図るため、かき又はさくの構造の制限を定

める。 

再開発等促進区 約３．７ha  

主要な公共施設

の配置及び規模     

道路 地区内幹線道路１号 幅員 約１３．０ｍ 延長 約  ６２０ｍ  

広場 広場  面積 約５，０００㎡  

その他 

公共空地 
交通広場  面積 約３，９００㎡  

地

区

整

備

計

画 

地区施設

の配置 

及び規模 

道路 

区画道路１号 幅員 約１０．０ｍ 延長 約    ９０ｍ  

区画道路２号 幅員 約 ７．５ｍ 延長 約   １６０ｍ  

その他 

公共空地 

歩道状空地１号 幅員 約 １．０ｍ 延長 約  ２１０ｍ  

歩道状空地２号 幅員 約 １．０ｍ 延長 約    ２０ｍ  

広場状空地１号  面積 約  ６０㎡  

広場状空地２号  面積 約  ２７０㎡  
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地
区
整
備
計
画                                                                   

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 

地区の

名称 
駅前地区 賑わい・交流地区 

地区の

面積 
約０．７ｈａ 約１．９ｈａ 

建築物等の用途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはならない。 

 ただし、市長が公益上必要な建築物でやむを得ないと認めて許可したも

のについては、この限りでない。 

 

１．マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所又は場外車券売

場 

２．自動車教習所 

３．倉庫業を営む倉庫 

４．集会場（業として葬儀を行うものに限る。） 

５．工場（店舗に附属するものを除く。） 

６．危険物の貯蔵又は処理に供するもの（自己の使用のための貯蔵施設そ

の他これに類するものを除く。） 

７. 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条第１項第１号から第３号又は同条第６項から第１

１項若しくは第１３項に規定する営業を営む施設 

８．建築物の１階又は２階で住居の用に供するもの（１階又は２階の住居

の用に供する部分が、廊下、広間、階段、エレベーターその他これら

に類するもののみであるものを除く。） 

 

建築物の容積率

の最高限度 
１０分の４０ 

建築物の建蔽率

の最高限度 
１０分の６ 

建築物の敷地面

積の最低限度 

１，０００㎡ 

ただし、市長が公益上必要な建築物でやむを得ないと認めて許可したも

のについては、この限りでない。 
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地
区
整
備
計
画                                                                   

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 

地区の

名称 
駅前地区 賑わい・交流地区 

地区の

面積 
約０．７ｈａ 約１．９ｈａ 

壁面の位置の制

限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に示す壁面の位置の制

限を超えて建築してはならない。 

ただし、この距離に満たない距離にある建築物又は建築物の部分が次の

各号のいずれかに該当するものについては、この限りでない。 

 

１．地階のもの 

２．公共用歩廊（階段や昇降機等を含む。） 

３．休憩所（開放性のあるものに限る。） 

４．駐輪場（開放性のあるものに限る。） 

５．市長が公益上必要な建築物でやむを得ないと認めて許可したもの 

 

建築物等の高さ

の最高限度 
４５ｍ 

建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

建築物等の意匠は、周辺環境に配慮するとともに、臨海部の玄関口に

ふさわしい魅力的な街並みの形成に寄与するデザインとする。 

かき又はさくの

構造の制限 

道路に面してかき又はさくを設ける場合は、原則として生け垣、透視可

能なフェンスその他これらに類する構造とし、ブロックその他これに類す

る構造のものを設ける場合にあっては、地盤面から高さは、１ｍ以下とす

る。 

ただし、周辺環境への配慮又は公益上必要な建築物の保安・管理のため

に必要なものについては、構造及び地盤面からの高さの規定は適用しな

い。 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 

地区の

名称 
中高層住宅地区Ａ 中高層住宅地区Ｂ 福祉地区 

地区の

面積 
約０．２ｈａ 約０．９ｈａ 約０．８ｈａ 

建築物等の用途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはならない。 

ただし、市長が公益上必要な建築物でやむを得ないと

認めて許可したものについては、この限りでない。 

 

１．マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売

所、場外車券売場その他これらに類するもの 

２．自動車教習所 

３．倉庫業を営む倉庫 

４．集会場（業として葬儀を行うものに限る。） 

５．工場（建築基準法施行令第１３０条の６に規定する

ものを除く。） 

６．危険物の貯蔵又は処理に供するもの（自己の使用の

ための貯蔵施設その他これに類するものを除く。） 

７. 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

第２条第１項第１号から第３号若しくは第５号又は

同条第６項から第１１項若しくは第１３項に規定す

る営業を営む施設 

― 

建築物の容積率

の最高限度 
１０分の４０ ― 

建築物の建蔽率

の最高限度 
１０分の５ ― 

建築物の敷地面

積の最低限度 

１，０００㎡ ２，０００㎡ 

― ただし、市長が公益上必要な建築物でやむを得ないと

認めて許可したものについては、この限りでない。 

壁面の位置の制

限 

 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に示す壁面の位置の制

限を超えて建築してはならない。 

ただし、この距離に満たない距離にある建築物又は建築物の部分が次の

各号のいずれかに該当するものについては、この限りでない。 

 

１．地階のもの 

２．公共用歩廊（階段や昇降機等を含む。） 

３．休憩所（開放性のあるものに限る。） 

４．駐輪場（開放性のあるものに限る。） 

５．市長が公益上必要な建築物でやむを得ないと認めて許可したもの 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 

地区の

名称 
中高層住宅地区Ａ 中高層住宅地区Ｂ 福祉地区 

地区の

面積 
約０．２ｈａ 約０．９ｈａ 約０．８ｈａ 

建築物等の高さ

の最高限度 

 

４５ｍ 

 

― 

建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

建築物等の意匠は、周辺環境に配慮するとともに、臨海部の玄関口に

ふさわしい魅力的な街並みの形成に寄与するデザインとする。 

かき又はさくの

構造の制限 

道路に面してかき又はさくを設ける場合は、原則として生け垣、透視可

能なフェンスその他これらに類する構造とし、ブロックその他これに類す

る構造のものを設ける場合にあっては、地盤面から高さは、１ｍ以下とす

る。 

ただし、周辺環境への配慮又は公益上必要な建築物の保安・管理のため

に必要なものについては、構造及び地盤面からの高さの規定は適用しな

い。 

区域、再開発等促進区の区域、地区整備計画区域、地区の区分、主要な公共施設の配置、地区施設の

配置、及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり。 

 

理由 

臨海部における賑わいの創出と回遊性の向上に寄与する魅力的なまちづくりを進めていくため、都市

基盤施設を整備し、多様な生活サービス施設の集積と都市型住宅の適切な配置によって、新しい拠点とな

る地区にふさわしい土地利用と都市機能の充実を図るとともに、周辺環境と調和した憩いと賑わいのあ

る市街地の形成を目指し、地区計画を決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


